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 レビュー１ 調査概要について 

(1) 分析対象調査名 
本レビューにおける分析対象は、インターネットによるキーワード検索を行い 1、調査

実施主体が、国（各省庁）、都道府県（47）、政令市（20）及び東京 23 区（23）、外国人集

住都市会議メンバー自治体（13）のいずれかである調査のうち、2009 年以降に実施された

調査を抽出している。 

その結果、84 件が確認された。なお、例えば、1 つの調査報告書で、外国人住民向けア

ンケート調査と、日本人住民向けアンケート調査が行われているものについては、集計の

関係上、別の調査として扱い、2 件とカウントしている。 

 

(2) 分析対象の調査名、実施主体、実施時期一覧 
以下の並びは、実施主体別に、国・都道府県・政令指定都市及び東京 23 区・外国人集

住都市会議メンバー自治体の順に整理をしている。 

 

図表 I-1 調査名 

№ 調査名 実施主体 実施時期 

実施主体が国のもの 

1 多文化共生に関するアンケート調査結果 総務省 2018 年 9 月~10 月 

2 日本での生活に関する日系定住外国人の意

識調査 

内閣府 2017 年 11 月~12 月 

3 外国人住民調査 法務省 2016 年 11 月~12 月 

実施主体が都道府県のもの 

4 宮城県外国人県民アンケート 宮城県 2017 年 12 月 

5 定住外国人実態調査(外国人） 群馬県 2016 年 7 月~10 月 

6 定住外国人実態調査（日本人） 群馬県 2016 年 7 月~10 月 

7 
外国人留学生・技能実習生等実態調査結果

（外国人） 
群馬県 2019 年 7 月~11 月 

8 
外国人留学生・技能実習生等実態調査結果

（企業団体） 
群馬県 2019 年 7 月~11 月 

9 
外国人留学生・技能実習生等実態調査結果

（企業団体） 
群馬県 2019 年 7 月~11 月 

 
1 検索に当たっては、「団体名 外国人 アンケート」「団体名 多文化共生 調査」等の

キーワード検索を各団体について網羅的に行った。検索は、2021 年 1 月に実施した。 
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№ 調査名 実施主体 実施時期 

10 
外国人留学生・技能実習生等実態調査結果

（外国人） 
群馬県 2019 年 7 月~11 月 

11 
外国人留学生・技能実習生等実態調査結果

（企業団体） 
群馬県 2019 年 7 月~11 月 

12 
外国人留学生・技能実習生等実態調査結果

（企業団体） 
群馬県 2019 年 7 月~11 月 

13 
平成 22 年度第 1 回外国人住民県政モニター

アンケート 
埼玉県 2010 年 7 月~8 月 

14 
平成 22 年度第 2 回外国人住民県政モニター

アンケート 
埼玉県 2011 年 1 月~2 月 

15 
平成 23 年度第 1 回外国人住民県政モニター

アンケート 
埼玉県 2011 年 7 月~8 月 

16 
平成 23 年度第 2 回外国人住民県政モニター

アンケート 
埼玉県 2011 年 12 月~2012 年 1 月 

17 
平成 24 年度第 1 回外国人住民県政モニター

アンケート 
埼玉県 2012 年 7 月~8 月 

18 
平成 24 年度第 2 回外国人住民県政モニター

アンケート 
埼玉県 2012 年 12 月~2013 年 1 月 

19 平成 25 年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2013 年 11 月~12 月 

20 平成 26 年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2014 年 12 月~2015 年 1 月 

21 平成 27 年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2015 年 11 月~2016 年 1 月 

22 平成 28 年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2016 年 10 月~12 月 

23 平成 29 年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2017 年 10 月~2018 年 1 月 

24 平成 30 年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2018 年 10 月~2019 年 1 月 

25 埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2020 年 1 月~2 月 

26 
外国人材の受入れに関するアンケート調査

結果について 
新潟県 2019 年 2 月~3 月 

27 外国籍県民意識調査 長野県 2018 年 5 月~2019 年 6 月 

28 
静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国

人） 
静岡県 2016 年 

29 
静岡県多文化共生に関する基礎調査（日本

人） 
静岡県 2016 年 

30 静岡県外国人労働者実態調査 静岡県 2019 年 8 月 
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№ 調査名 実施主体 実施時期 

31 
愛知県の多文化共生に関する県民意識調査

（外国人） 
愛知県 2009 年 12 月~2010 年 2 月 

32 
愛知県の多文化共生に関する県民意識調査

（日本人） 
愛知県 2009 年 12 月~2010 年 2 月 

33 愛知県外国人県民アンケート調査 愛知県 2016 年 11~12 月 

34 府内市町村外国籍住民施策調査 大阪府・市 2019 年 8 月~9 月 

35 
特定産業 14 分野に属する府内事業者にお

ける外国人雇用におけるアンケート調査 
大阪府・市 2019 年 10 月 

36 岡山県在住外国人生活状況調査 岡山県 2017 年 6 月~8 月 

37 福岡県在住外国人アンケート調査(外国人） 福岡県 2020 年 2 月~3 月 

38 
福岡県在住外国人アンケート調査（事業

所） 
福岡県 2020 年 2 月~3 月 

実施主体が政令指定都市または東京 23区のもの 

39 札幌市外国人市民アンケート調査 札幌市 2020 年 2 月 

40 
多文化共生の推進に関する基礎調査(外国

人） 
仙台市 2009 年 12 月~2010 年 1 月 

41 
多文化共生の推進に関する基礎調査(日本

人） 
仙台市 2009 年 12 月~2010 年 1 月 

42 
さいたま市国際化推進に係るアンケート調

査（外国人） 
さいたま市 2019 年 9~10 月 

43 
さいたま市国際化推進に係るアンケート調

査（日本人） 
さいたま市 2019 年 9~10 月 

44 港区国際化に関する実態調査 港区 2019 年 10 月 

45 港区在住外国人意識調査 港区 2013 年 6 月~7 月 

46 港区国際化に関する実態調査 港区 2016 年 7 月~8 月 

47 新宿区多文化共生実態調査(外国人） 新宿区 2015 年 7 月~8 月 

48 新宿区多文化共生実態調査（日本人） 新宿区 2015 年 7 月~8 月 

49 新宿区多文化共生実態調査（外国人） 新宿区 2015 年 7 月~10 月 

50 新宿区多文化共生実態調査（日本人） 新宿区 2015 年 7 月~10 月 

51 新宿区多文化共生実態調査（企業団体） 新宿区 2015 年 7 月~10 月 

52 大田区多文化共生実態調査(外国人） 大田区 2018 年 6 月~7 月 

53 大田区多文化共生実態調査(日本人） 大田区 2018 年 6 月~7 月 

54 世田谷区における外国人区民の意識・実態 世田谷区 2019 年 9 月~10 月 



 

6 
 

№ 調査名 実施主体 実施時期 

調査 

55 豊島区外国人区民意識調査 豊島区 2015 年 12 月 

56 北区外国人意識・意向調査 北区 2019 年 11 月~12 月 

57 横浜市外国人意識調査 横浜市 2013 年 7 月 

58 横浜市外国人意識調査 横浜市 2019 年 11~12 月 

59 川崎市外国人市民意識実態調査 川崎市 2019 年 6 月~7 月 

60 川崎市外国人市民意識実態調査 川崎市 2014 年 6 月~7 月 

61 
浜松市における日本人市民及び外国人市の

意識実態調査（外国人） 
浜松市 2014 年 8 月~9 月 

62 
浜松市における日本人市民及び外国人市民

の意識実態調査（日本人 
浜松市 2014 年 8 月~9 月 

63 
浜松市における日本人市民及び外国人市民

の意識実態調査（外国人） 
浜松市 2018 年 7 月~8 月 

64 
浜松市における日本人市民及び外国人市民

の意識実態調査（日本人） 
浜松市 2018 年 7 月~8 月 

65 名古屋市外国人市民アンケート調査結果 名古屋市 2015 年 10 月~11 月 

66 市政総合アンケート 京都市 2013 年 1 月 

67 大阪市外国人住民アンケート調査 大阪市 2019 年 10 月~11 月 

68 堺市外国人市民意識調査 堺市 2017 年 8 月 

69 
広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活

調査] 
広島市 2012 年 9 月~11 月 

70 
広島市外国人市民生活・意識実態調査結果

[教育調査] 
広島市 2012 年 9 月~11 月 

71 多文化共生現状調査集計結果について 北九州市 2014 年 10 月~11 月 

72 
多文化共生現状調査集計結果について（外

国人） 
北九州市 2014 年 9 月~12 月 

73 
多文化共生現状調査集計結果について（日

本人） 
北九州市 2014 年 9 月~12 月 

74 福岡市外国籍市民アンケート 福岡市 2019 年 2 月~3 月 

外国人集住都市会議参加自治体のもの（2021 年 1月時点、政令市で既出の自治体除く） 

75 藤沢市外国人市民意識調査 藤沢市 2011 年 6 月~7 月 

76 外国人市民意識調査 豊橋市 2014 年 2 月~年 3 月 

77 外国人市民意識調査 豊橋市 2015 年 2 月 
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№ 調査名 実施主体 実施時期 

78 外国人市民意識調査 豊橋市 2016 年 1 月~2 月 

79 外国人市民意識調査 豊橋市 2017 年 1 月~2 月 

80 外国人市民意識調査 豊橋市 2018 年 1 月~2 月 

81 外国人市民意識調査 豊橋市 2019 年 1 月~2 月 

82 豊田市外国人住民意識調査アンケート結果 豊田市 2017 年 2 月 

83 
多文化共生に係る外国人コミュニティ等調

査結果 
四日市市 2020 年 8 月〜9 月 

84 
総社市における多文化共生推進施策に関す

る意識調査 
総社市 2016 年 1 月~2 月 

 

  



 

8 
 

(3) 調査実施主体 
調査 84 件のうち、「政令市・東京 23 区」が実施主体となっている調査が最も多く

42.9％、次いで「都道府県」が 41.7%となっている。 

 

図表 I-2 実施調査主体 

 
 

(4) 調査実施時期 
2009 年以降に実施された調査では、2019 年の調査が突出して多く 20 件となっている。 

 

図表 I-3 調査実施時期 

 

政令市・東京23区
36

42.9%

都道府県
35

41.7%

自治体
（外国人集住都市会議参加）

10
11.9%

国
3

3.6% （n=84）

5
20

8
7

10
9

8
4
4
4

1
4

0 5 10 15 20 25

2020年
2019年
2018年
2017年
2016年
2015年
2014年
2013年
2012年
2011年
2010年
2009年

（件）

（n=84）
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(5) 調査手法、実施方法について 
① 調査手法 

調査手法についてみると、アンケート調査は 83.3％となり、残る 16.5％はヒアリング調

査を実施している。 

 

図表 I-4 調査手法 

 
 

② アンケート調査の実施方法 

アンケート調査 70 件について、実施方法を確認すると、郵送が最も多く 60.0％、続い

て郵送・WEB が 18.6％となっている。その他は、電子メールやＦＡＸなどを用いて、また

は併用して実施している。 

図表 I-5 調査実施方法 

 

アンケート調査
70

83.3%

ヒアリング調査
14

16.7%

（n=84）

郵送
42

60.0%
郵送・WEB

13
18.6%

書面配布
7

10.0%

WEB
1

1.4% その他
7

10.0%

（n=70）
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(6) 調査対象 
全調査のうち、調査対象者は、外国人向けが最も多く 71.4％、続いて日本人向けが

15.5％となっている。 

 

図表 I-6 調査対象 

 
 

(7) 対象別調査数（規模） 
調査対象別に規模を確認した。なお、ヒアリング調査は除き、調査対象者数（サンプル

抽出数）の判明しているアンケート調査についてのみ確認している。 

 

  

外国人
60

71.4%

日本人
13

15.5%

企業・団体・自治体
11

13.1%
（n=84）
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① 外国人向けアンケート 

外国人向けアンケートでは、調査対象数が明記されている調査 44 件のうち、1,000～

2,999 人以下の調査規模が最も多く 31.8%となっている。なお、最大値は 18,500 人であっ

た。 

 

図表 I-7 外国人向けアンケート調査対象者数 

 
② 日本人向けアンケート 

（n=10）のため参考値ではあるが、日本人向けアンケートでは、1,000～2,999 人以下の

調査規模が最も多く 70.0%となっている。 

 

図表 I-8 日本人向けアンケート調査対象者数 

 
  

999人以下
12

27.3%

1,000人～2,999人
14

31.8%

3,000人～4,999人
6

13.6%

5,000人以上
12

27.3%

（n=44）

999人以下
1

10.0%

1,000人～2,999人
7

70.0%

3,000人～4,999人
2

20.0%

5,000人以上
0

0.0%
（n=10）
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(8) 調査対象の選定・サンプリング方法 
アンケート調査のうち、外国人向け、日本人向けそれぞれのサンプリング方法を確認し

た。 

 

① 外国人向けアンケート 

調査対象は、居住地のみに限らず在勤・在学も対象としている、在留資格や住民登録日

によって対象としているなど、アンケート調査によってそれぞれ独自の設定がされてい

る。 

サンプリング方法は、住民基本台帳に基づいた無作為抽出が多いが、事前登録のモニタ

ーを対象にしているアンケートや、役所に来訪した外国人に直接配布している調査もあ

る。 

なお、個別具体的な内容が多岐にわたっており、集計のために情報を捨象することも趣

旨から外れるため、詳細は、別添の Excel ファイルを参照いただきたい。 

 

② 日本人向けアンケート 

（n=11）のため参考値となるが、対象地域の住民基本台帳からの無作為抽出がほとんど

であった。 

一方、調査対象年齢については、アンケートごとに 16 歳以上、18 歳以上、20 歳以上と

ばらつきがある。 

 

図表 I-9 日本人向けアンケートのサンプリング方法（n=11） 

方法 件数 全体に占める割合 

調査対象自治体内の住民基本台帳から 16 歳以上

無作為抽出（満年齢含む） 

3 件 27.3% 

調査対象自治体内の住民基本台帳から 18 歳以上

無作為抽出（満年齢含む） 

3 件 27.3% 

調査対象自治体内の住民基本台帳から 18 歳以上

層化多段抽出 

1 件 9.1% 

調査対象自治体内の住民基本台帳から 20 歳以上

無作為抽出（満年齢含む） 

3 件 27.3% 

不明 1 件 9.1% 
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(9) 回収率 
調査対象別に回収率を確認する。なお、回収率は、調査対象が明示され、調査対象者が

全数もしくは無作為に抽出、と明示されているアンケート調査で確認した。 

また、回収率は、（有効回答回収数／発送数）として算出した。 

 

① 外国人向けアンケート 

外国人向けアンケートでは、32 件のうち、21～30%回収率が最も多く、43.8%となって

いる。 

 

図表 I-10 外国人向けアンケートの回収率 

 
 

  

0～10％
0

0.0%

11～20％
8

25.0%

21～30％
14

43.8%

31～40％
8

25.0%

41～50％
2

6.3%

51％以上
0

0.0%
（n=32）
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② 日本人向けアンケート 

（n=10）のため参考値となるが、41～50%の回収率が最も多く、70.0％であった。 

 

図表 I-11 日本人向けアンケートの回収率 

 
(10) 総設問数 
アンケート調査、ヒアリング調査の総設問数を確認する。設問数は、基礎情報（フェイ

ス項目）を含んだ数とし、分岐設問はカウントしていない。 

 設問数が、21～30 問である調査が最も多く 27.4%となっており、続いて 11~20 問の

23.8％となっている。なお、最も多い設問数は、64 問であった。 

 

図表 I-12 アンケートの総設問数 

 

  

0～30％
1

10.0%
31～40％

1
10.0%

41～50％
7

70.0%

51％以上
1

10.0%

（n=10）

21~30問
23

27.4%

11~20問
20

23.8%

41~50問
12

14.3%

31~40問
11

13.1%

10問以下
9

10.7%

51~60問
7

8.3%

61問以上
2

2.4%
（n=84）
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(11) 言語 
① 言語数 

外国人向けアンケート調査票の実施言語について確認する。なお、調査によって、言語

名称が異なるため、集計に際しては、以下の通り整理の上で行った。 

 

 「韓国語」には、「韓国・朝鮮語」、「ハングル」を含む。 

 「フィリピノ語」には、「フィリピン語」、「タガログ語」を含む。 

 「ミャンマー語」には、「ビルマ語」を含む。 

 「中国語」のうち、簡体語、繁体語の明記がある場合は、それぞれカウントした。 

 「やさしい日本語」と「日本語」はそれぞれカウントした。なお、「やさしい日本

語」としてカウントしたのは、最低限、漢字ルビ入りのものとして扱った。 

 

1 言語のみのアンケート調査票が最も多く、45.7%となっており、次いで 2 言語 11.4％、

6 言語 10.0%となっている。最大で 14 言語の調査票を準備する調査もあった。 

 

図表 I-13 アンケート調査票の言語数 

 
 

② 言語内訳（延べカウント） 

アンケート調査票の実施言語を延べカウントした上で、その内訳を見てみると、「やさ

しい日本語」が最も多く、18.0％、次いで「英語」13.3％、「中国語」12.9％となってい

る。なお、中国語 30 件のうち、「中国語（簡体）」は 4 件、「中国語（繁体）」2 件、簡体・

繁体の区別なく「中国語」との表記は、24 件だった。 

 

1言語
32

45.7%

2言語
8

11.4%

6言語
7

10.0%

3言語
5

7.1%

7言語
5

7.1%

4言語
4

5.7%

9言語
3

4.3%

5言語
2

2.9%

8言語
2

2.9%

10言語
1

1.4%

14言語
1

1.4% （n=70）
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図表 I-14 アンケート調査票の言語（延べカウント） 

 

 

 

  

やさしい日本語
42

18.0%

英語
31

13.3%

中国語
30

12.9%
日本語

29
12.4%

韓国語
20

8.6%

ベトナム語
16

6.9%

ポルトガル語
15

6.4%

スペイン語
14

6.0%

フィリピノ語
13

5.6%

ネパール語
7

3.0%

ブラジル語
6

2.6%
（n=233）

言語 対応調査数 全体に占める割合 

やさしい日本語 42 18.0% 

英語 31 13.3% 

中国語 30 12.9% 

日本語 29 12.4% 

韓国語 20 8.6% 

ベトナム語 16 6.9% 

ポルトガル語 15 6.4% 

スペイン語 14 6.0% 

フィリピノ語 13 5.6% 

ネパール語 7 3.0% 

ブラジル語 6 2.6% 

タイ語 4 1.7% 

インドネシア語 2 0.9% 

ミャンマー語 2 0.9% 

ロシア語 1 0.4% 

フランス語 1 0.4% 

計 233 100% 
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(12) （参考）外国人向けアンケートの回収率の要因分析 
外国人向けアンケートのうち、回収率が確認できているアンケート（調査対象が明示さ

れ、調査対象者が全数もしくは無作為に抽出、と明示）32 件について、総設問数との関係

を確認した。 

 

① 総設問数と回収率の関係 

設問数別に回収率の傾向はみられず、設問数と回収数に相関関係は確認できなかった。 

 

図表 I-15 総設問数と回収率の関係 

 
  

2

5

1

1

2

3

3

4

1

3

2

2

1

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11~20問

21~30問

31~40問

41~50問

51~60問

61問以上

設問数
11～20％ 21～30％ 31～40％ 41～50％
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② 実施方法と回収率の関係 

同様に実施方法との関係を確認した。 

郵送・web を併用したアンケートであっても、必ずしも回収率は高くならず、郵送のみ

のアンケートでも回収率が高い場合もあった。 

 

図表 I-16 実施方法と回収率の関係 

 

 

③ 言語数と回収率の関係 

同様にアンケート調査票の言語数との関係を確認した。回収率の良い（41～50％）アン

ケートは 7 言語の対応となっており、言語数が少なすぎても、多すぎても回収率への影響

は大きくないことが分かる。 

 

図表 I-17 言語数と回収率の関係 

  

1

7 13

1

1

6

1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

郵送・WEB

郵送

書面配布

その他

11～20％ 21～30％ 31～40％ 41～50％

3

1

2
1

1

2
1

1
2

3
2

1
1
1

1
1

1
2

2
1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
14

言語数
11～20％ 21～30％ 31～40％ 41～50％
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 レビュー２ 主要な調査項目とその結果 

1. 分析対象 
本章では、第Ⅰ章で確認をした全 84 件の調査のうち、外国人を対象としたアンケート

調査 53 件について、調査結果を横並びで確認を行う。 

なお、改めて、分析対象とする 53 件の調査概要を、次の図表にまとめている。 
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図表 II-1 外国人対象のアンケート調査 

 

 

№ 調査名 調査実施主体 調査実施時期 実施方法 調査対象数
（人）

回収率
（回収数/発送数）

2 日本での生活に関する日系定住外国人の意識調査 内閣府 2017年11月~12月 WEB - -
3 外国人住民調査 法務省 2016年11月~12月 郵送 18,500 23.0%
4 宮城県外国人県民アンケート 宮城県 2017年12月 郵送 1,890 21.0%

13 平成22年度第1回外国人住民県政モニターアンケート 埼玉県 2010年7月~8月 郵送・WEB 113 64.6%
14 平成22年度第2回外国人住民県政モニターアンケート 埼玉県 2011年1月~2月 郵送・WEB 113 57.5%
15 平成23年度第1回外国人住民県政モニターアンケート 埼玉県 2011年7月~8月 郵送・WEB・FAX 109 78.2%
16 平成23年度第2回外国人住民県政モニターアンケート 埼玉県 2011年12月~2012年1月 郵送・WEB・FAX 109 76.1%
17 平成24年度第1回外国人住民県政モニターアンケート 埼玉県 2012年7月~8月 郵送・WEB 101 77.2%
18 平成24年度第2回外国人住民県政モニターアンケート 埼玉県 2012年12月~2013年1月 郵送・WEB 101 72.3%
19 平成25年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2013年11月~12月 郵送・WEB - -
20 平成26年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2014年12月~2015年1月 郵送・WEB - -
21 平成27年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2015年11月~2016年1月 郵送・WEB - -
22 平成28年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2016年10月~12月 郵送・WEB - -
23 平成29年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2017年10月~2018年1月 郵送・WEB - -
24 平成30年度埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2018年10月~2019年1月 郵送・WEB - -
25 埼玉県外国人住民意識調査 埼玉県 2020年1月~2月 郵送・WEB - -
28 静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人） 静岡県 2016年 郵送 5,000 23.9%
33 愛知県外国人県民アンケート調査 愛知県 2016年11~12月 郵送及びWEB 8,000 32.5%
36 岡山県在住外国人生活状況調査 岡山県 2017年6月~8月 郵送 2,300 21.6%
37 福岡県在住外国人アンケート調査(外国人） 福岡県 2020年2月~3月 郵送・直接配布 4,578 33.1%
39 札幌市外国人市民アンケート調査 札幌市 2020年2月 郵送 3,000 27.9%
40 多文化共生の推進に関する基礎調査(外国人） 仙台市 2009年12月~2010年1月 郵送 1,500 20.2%
42 さいたま市国際化推進に係るアンケート調査（外国人） さいたま市 2019年9~10月 郵送 1,000 36.1%
44 港区国際化に関する実態調査 港区 2019年10月 郵送、WEB併用 3,000 16.5%
45 港区在住外国人意識調査 港区 2013年6月~7月 郵送 8,000 11.8%
46 港区国際化に関する実態調査 港区 2016年7月~8月 郵送 8,000 15.5%
47 新宿区多文化共生実態調査(外国人） 新宿区 2015年7月~8月 郵送 5,000 25.5%
52 大田区多文化共生実態調査(外国人） 大田区 2018年6月~7月 郵送 2,000 25.6%
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№ 調査名 調査実施主体 調査実施時期 実施方法 調査対象数
（人）

回収率
（回収数/発送数）

54 世田谷区における外国人区民の意識・実態調査 世田谷区 2019年9月~10月 郵送 2,000 18.9%
55 豊島区外国人区民意識調査 豊島区 2015年12月 郵送 5,000 25.1%
56 北区外国人意識・意向調査 北区 2019年11月~12月 郵送 2,000 30.9%
57 横浜市外国人意識調査 横浜市 2013年7月 郵送 5,000 30.1%
58 横浜市外国人意識調査 横浜市 2019年11~12月 郵送 5,000 35.3%
59 川崎市外国人市民意識実態調査 川崎市 2019年6月~7月 郵送 5,000 21.7%
60 川崎市外国人市民意識実態調査 川崎市 2014年6月~7月 郵送 5,000 18.4%
61 浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査（外国人） 浜松市 2014年8月~9月 郵送 2,000 27.0%
63 浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査（外国人） 浜松市 2018年7月~8月 郵送 2,000 23.0%
65 名古屋市外国人市民アンケート調査結果 名古屋市 2015年10月~11月 郵送 5,000 37.5%
67 大阪市外国人住民アンケート調査 大阪市 2019年10月~11月 郵送 4,000 15.7%
68 堺市外国人市民意識調査 堺市 2017年8月 郵送 2,500 30.4%
69 広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活調査] 広島市 2012年9月~11月 郵送 4,000 41.8%
70 広島市外国人市民生活・意識実態調査結果[教育調査] 広島市 2012年9月~11月 郵送 1,093 43.5%
71 多文化共生現状調査集計結果について 北九州市 2014年10月~11月 書面配布 1,000 30.0%
74 福岡市外国籍市民アンケート 福岡市 2019年2月~3月 郵送 2,000 17.6%
75 藤沢市外国人市民意識調査 藤沢市 2011年6月~7月 郵送 4,964 19.2%
76 外国人市民意識調査 豊橋市 2014年2月~年3月 多文化共生国際課・納税課窓口、日系ブラジル人協会などに配布 73 100.0%
77 外国人市民意識調査 豊橋市 2015年2月 多文化共生国際課・納税課窓口、日系ブラジル人協会などに配布 56 100.0%

78 外国人市民意識調査 豊橋市 2016年1月~2月
多文化共生国際課・納税課窓口、豊橋ブラジル協会、外国人のため
の税務相談会などで配付

129 100.0%

79 外国人市民意識調査 豊橋市 2017年1月~2月
多文化共生・国際課、納税課窓口、豊橋ブラジル協会、外国人のた
めの税務相談会などで配付

88 100.0%

80 外国人市民意識調査 豊橋市 2018年1月~2月
多文化共生・国際課、納税課窓口、豊橋ブラジル協会、外国人のた
めの税務相談会などで配付

105 100.0%

81 外国人市民意識調査 豊橋市 2019年1月~2月
多文化共生・国際課、国保年金課、納税課窓口、豊橋ブラジル協
会、外国人のための税務相談会などで配付

81 100.0%

82 豊田市外国人住民意識調査アンケート結果 豊田市 2017年2月 郵送 1,500 22.8%

83 多文化共生に係る外国人コミュニティ等調査結果 四日市市 2020年8月～9月
インターネット調査。併せて、街頭での聞き取り調査。（インター
ネット環境が伴わない場合、紙ベースでの調査票にて実施）

- -
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2. 主要な調査項目 
(1) 性別 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、アンケートに回答した外国人の男

女比を確認した。 

 

② 調査結果 

結果は、次の図表の通りとなった。概ね女性の回答比率が高い傾向がみられる。 
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図表 II-2 調査対象者の男女比 

  

48.1%

49.8%

43.6%

33.5%

49.2%

45.1%

51.4%

38.6%

44.1%

58.2%

42.3%

48.1%

44.0%

48.4%

57.6%

41.4%

38.3%

27.4%

26.9%

26.5%

26.7%

35.4%

34.2%

34.1%

41.7%
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50.1%

49.3%

53.9%

63.7%

50.8%

53.8%

48.6%

61.4%

53.7%

41.0%

57.7%

51.9%

56.0%

51.6%

42.4%

57.9%

60.3%

72.6%

73.1%

73.5%

73.3%

64.6%

65.8%

64.4%

57.1%

46.9%

1.8%

1.0%

2.4%

2.8%

1.1%

2.2%

0.8%

0.0%

0.7%

1.4%

1.5%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

No.46「港区国際化に関する実態調査」

No.45「港区在住外国人意識調査」

No.44「港区国際化に関する実態調査」

No.42「さいたま市国際化推進に係るアンケート調査
（外国人）」

No.40「多文化共生の推進に関する基礎調査(外国人）」

No.39「札幌市外国人市民アンケート調査」

No.37「福岡県在住外国人アンケート調査(外国人）」

No.36「岡山県在住外国人生活状況調査」

No.33「愛知県外国人県民アンケート調査」

No.28「静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人）」

No.25「埼玉県外国人住民意識調査」

No.24「平成30年度埼玉県外国人住民意識調査」

No.23「平成29年度埼玉県外国人住民意識調査」

No.22「平成28年度埼玉県外国人住民意識調査」

No.21「平成27年度埼玉県外国人住民意識調査」

No.20「平成26年度埼玉県外国人住民意識調査」

No.19「平成25年度埼玉県外国人住民意識調査」

No.18「平成24年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

No.17「平成24年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

No.16「平成23年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

No.15「平成23年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

No.14「平成22年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

No.13「平成22年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

No.4「宮城県外国人県民アンケート」

No.3「外国人住民調査」

No.2「日本での生活に関する日系定住外国人の意識調査」

男性 女性 無回答・不明
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1.9%

1.1%

0.9%

0.7%

1.6%

0.6%

2.0%

3.3%

2.3%

3.2%

0.6%

0.0%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

No.83「多文化共生に係る外国人コミュニティ等調査結果」

No.82「豊田市外国人住民意識調査アンケート結果」

No.81「外国人市民意識調査」

No.80「外国人市民意識調査」

No.79「外国人市民意識調査」

No.78「外国人市民意識調査」

No.77「外国人市民意識調査」

No.76「外国人市民意識調査」

No.75「藤沢市外国人市民意識調査」

No.74「福岡市外国籍市民アンケート」

No.71「多文化共生現状調査集計結果について」

No.70「広島市外国人市民生活・意識実態調査結果[教育調査]」

No.69「広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活調査]」

No.68「堺市外国人市民意識調査」

No.67「大阪市外国人住民アンケート調査」

No.65「名古屋市外国人市民アンケート調査結果」

No.63「浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査
（外国人）」

No.61「浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査
（外国人）」

No.60「川崎市外国人市民意識実態調査」

No.59「川崎市外国人市民意識実態調査」

No.58「横浜市外国人意識調査」

No.57「横浜市外国人意識調査」

No.56「北区外国人意識・意向調査」

No.55「豊島区外国人区民意識調査」

No.54「世田谷区における外国人区民の意識・実態調査」

No.52「大田区多文化共生実態調査(外国人）」

No.47「新宿区多文化共生実態調査(外国人）」

男性 女性 無回答・不明
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(2) 年齢 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、アンケートに回答した外国人の年

齢構成を確認した。 

 

② 調査結果 

53 件のアンケートが年齢について確認でき、結果は次の図表の通りとなった。概ね 20

代、30 代が多く、高齢者層は少ない傾向にある。 
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図表 II-3 調査対象者の年齢構成 

 

1.8%

5.1%

5.9%

3.3%

4.8%
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6.5%

7.4%

4.5%

1.2%

1.1%

19.6%

23.5%

24.2%

21.9%

20.0%

19.8%

16.9%

12.8%

16.4%

36.9%

38.8%

65.8%

66.2%

58.7%

69.2%

33.3%

16.6%

21.4%

40.2%

44.3%

42.3%

46.9%

5.0%

14.1%

11.6%

11.7%

39.8%

32.4%

27.4%

28.5%

42.5%

40.0%

36.0%

38.6%

38.5%

35.6%

28.5%

17.8%

17.7%

15.8%

17.3%

12.6%

28.4%

25.1%

26.5%

28.6%

32.8%

24.9%

29.4%

21.3%

34.4%

33.9%

31.0%

25.3%

29.4%

18.9%

22.2%

24.7%

26.2%

27.9%

27.7%

30.8%

31.5%

12.5%

13.8%

7.0%

8.1%

11.7%

6.7%

19.5%

24.7%

22.0%

15.5%

14.0%

14.3%

8.9%

28.5%

23.8%

23.5%

28.2%

18.4%

13.5%

13.2%

12.6%

11.0%

12.3%

11.6%

10.8%

11.5%

11.0%

11.2%

16.4%

4.4%

3.2%

5.9%

3.7%

7.4%

17.3%

14.9%

10.1%

4.9%

8.6%

5.3%

26.4%

13.5%

18.4%

17.0%

9.5%

3.4%

15.9%

11.1%

4.7%

4.8%

5.1%

4.1%

3.1%

3.9%

1.8%

1.8%

2.3%

1.3%

4.0%

10.4%

13.4%

5.5%

2.9%

9.7%

9.6%

14.8%

12.7%

11.9%

11.5%

6.9%

1.1%

1.3%

1.2%

1.3%

1.4%

2.7%

3.3%

1.4%

1.8%

0.1%

3.0%

1.4%

0.6%

0.6%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

№2「日本での生活に関する日系定住外国人の意識調査」

№3「外国人住民調査」

№4「宮城県外国人県民アンケート」

№13「平成22年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

№14「平成22年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

№15「平成23年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

№16「平成23年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

№17「平成24年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

№18「平成24年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

№19「平成25年度埼玉県外国人住民意識調査」

№20「平成26年度埼玉県外国人住民意識調査」

№21「平成27年度埼玉県外国人住民意識調査」

№22「平成28年度埼玉県外国人住民意識調査」

№23「平成29年度埼玉県外国人住民意識調査」

№24「平成30年度埼玉県外国人住民意識調査」

№25「埼玉県外国人住民意識調査」

№28「静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人）」

№33「愛知県外国人県民アンケート調査」

№36「岡山県在住外国人生活状況調査」

№37「福岡県在住外国人アンケート調査(外国人）」

№39「札幌市外国人市民アンケート調査」

№40「多文化共生の推進に関する基礎調査(外国人）」

№42「さいたま市国際化推進に係るアンケート調査（外国人）」

№44「港区国際化に関する実態調査」

№45「港区在住外国人意識調査」

№46「港区国際化に関する実態調査」

№47「新宿区多文化共生実態調査(外国人）」

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代以上 不明・無回答



 

27 
 

  

1.4%

1.3%

1.4%

0.8%

2.4%

1.1%

2.7%

1.3%

18.0%

1.7%

3.7%

2.4%

1.1%

1.9%

2.5%

2.0%

2.4%

19.6%

19.8%

40.5%

30.8%

18.3%

21.9%

27.5%

21.5%

16.9%

23.5%

26.2%

24.8%

20.5%

1.3%

58.7%

13.5%

14.5%

16.7%

7.1%

9.1%

9.5%

12.3%

23.7%

45.6%

31.9%

31.4%

26.9%

30.0%

30.3%

29.7%

32.9%

31.0%

26.5%

22.2%

28.6%

21.4%

23.5%

22.2%

29.8%

29.1%

29.0%

43.5%

25.9%

36.2%

35.2%

29.5%

29.6%

27.5%

23.7%

20.0%

23.1%

13.8%

18.4%

23.6%

20.9%

15.9%

22.3%

26.5%

22.4%

23.7%

14.1%

17.0%

20.8%

57.2%

5.2%

26.2%

23.2%

33.3%

32.3%

27.3%

27.6%

22.2%

25.4%

15.4%

14.3%

13.9%

10.2%

10.8%

15.3%

13.3%

10.9%

12.2%

15.9%

17.8%

14.4%

11.3%

12.2%

12.6%

11.7%

2.2%

17.3%

11.6%

20.4%

18.9%

26.1%

26.7%

28.4%

15.2%

9.8%

10.4%

10.5%

8.2%

9.4%

12.0%

13.0%

10.7%

11.3%

11.5%

11.9%

6.0%

23.9%

23.5%

26.5%

1.1%

12.4%

7.2%

3.2%

1.1%

4.8%

4.9%

5.6%

3.2%

2.5%

0.3%

0.6%

0.5%

1.2%

0.7%

1.0%

0.4%

1.1%

1.1%

1.8%

2.0%

3.8%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

№52「大田区多文化共生実態調査(外国人）」

№54「世田谷区における外国人区民の意識・実態調査」

№55「豊島区外国人区民意識調査」

№56「北区外国人意識・意向調査」

№57「横浜市外国人意識調査」

№58「横浜市外国人意識調査」

№59「川崎市外国人市民意識実態調査」

№60「川崎市外国人市民意識実態調査」

№61「浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査（外
国人）」

№63「浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査（外
国人）」

№65「名古屋市外国人市民アンケート調査結果」

№67「大阪市外国人住民アンケート調査」

№68「堺市外国人市民意識調査」

№69「広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活調査]」

№70「広島市外国人市民生活・意識実態調査結果[教育調査]」

№74「福岡市外国籍市民アンケート」

№75「藤沢市外国人市民意識調査」

№76「外国人市民意識調査」

№77「外国人市民意識調査」

№78「外国人市民意識調査」

№79「外国人市民意識調査」

№80「外国人市民意識調査」

№81「外国人市民意識調査」

№82「豊田市外国人住民意識調査アンケート結果」

№83「多文化共生に係る外国人コミュニティ等調査結果」

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代以上 不明・無回答
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(3) 国籍 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、アンケートに回答した外国人の国

籍割合を確認した。 

 

② 調査結果 

国籍について、確認できたアンケートは 52 件で、割合は次の図表の通りとなった。 

都内や関東近県では、欧米を含む多様な国籍者が確認できるが、東海地方ではブラジル

国籍者が多い傾向となっている。 

なお、調査によって国名表示が異なるため、集計に際しては、以下の通り整理の上で行

った。 

 

 「中国」には「中国・台湾」表記を含む。「台湾」と明記されている場合のみ、「台

湾」に集計している。 

 「韓国・朝鮮」には、「韓国」、「朝鮮」それぞれの表記を含む。 

 「アメリカ合衆国」には、「米国」「アメリカ」表記を含む。 

 「無回答・不明」には無国籍を含む。 

 「その他」には、二重国籍を含む。また、アンケートの集計により、項目の 11 か

国が「その他」に含まれることがある。 

 アンケートの集計方法により、すべての数値を足しても 100%とならないことがあ

る。 
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図表 II-4 調査対象者の国籍 
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0.4%
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21.7%
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1.7%

2.5%

14.7%
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16.9%
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3.9%

2.4%

2.6%

1.3%

1.7%

2.2%

19.2%

1.2%

4.2%

4.6%

3.5%

4.8%

5.1%

4.1%

1.7%

5.2%

3.0%

4.1%

12.5%

16.4%

12.3%

16.9%

20.9%

21.7%

20.5%

16.4%

25.3%

20.3%

21.0%

25.1%

26.1%

22.2%

22.4%

0.2%

7.3%

13.8%

20.2%

25.2%

20.5%

14.1%

31.3%

34.9%

41.4%
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0.2%

2.5%
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1.0%
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№2「日本での生活に関する日系定住外国人の意識調査」

№3「外国人住民調査」

№4「宮城県外国人県民アンケート」

№13「平成22年度第1回外国人住民
県政モニターアンケート」

№14「平成22年度第2回外国人住民
県政モニターアンケート」

№15「平成23年度第1回外国人住民
県政モニターアンケート」

№16「平成23年度第2回外国人住民
県政モニターアンケート」

№17「平成24年度第1回外国人住民
県政モニターアンケート」

№18「平成24年度第2回外国人住民
県政モニターアンケート」

№19「平成25年度埼玉県外国人住民意識調査」

№20「平成26年度埼玉県外国人住民意識調査」

№21「平成27年度埼玉県外国人住民意識調査」

№22「平成28年度埼玉県外国人住民意識調査」

№23「平成29年度埼玉県外国人住民意識調査」

№24「平成30年度埼玉県外国人住民意識調査」

№25「埼玉県外国人住民意識調査」

№28「静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人）」

№33「愛知県外国人県民アンケート調査」

№36「岡山県在住外国人生活状況調査」

№37「福岡県在住外国人アンケート調査(外国人）」

№39「札幌市外国人市民アンケート調査」

№40「多文化共生の推進に関する基礎調査(外国人）」

№42「さいたま市国際化推進に係るアンケート調査
（外国人）」

№44「港区国際化に関する実態調査」

№45「港区在住外国人意識調査」

№46「港区国際化に関する実態調査」

中国 韓国・朝鮮 ベトナム フィリピン ブラジル ネパール インドネシア
台湾 アメリカ合衆国 タイ ペルー その他 無回答・不明
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5.3%

7.2%

3.9%

3.6%

2.9%

4.0%

3.0%

3.5%

10.2%

4.1%

1.8%

3.0%

3.7%

3.0%

2.9%

2.4%

2.2%

2.9%

2.3%

5.2%

0.9%

3.1%

4.5%

1.5%

1.3%

2.1%

2.0%

2.4%

3.2%

1.0%

1.6%

1.7%

0.6%

2.3%

1.2%

1.2%

0.3%

0.7%

0.9%

6.3%

5.0%

2.1%

0.8%

0.6%

2.1%

9.4%

4.1%

9.8%

18.5%

14.7%

31.9%

17.7%

12.3%

15.4%

12.7%

14.5%

11.0%

6.9%

10.0%

10.7%

10.2%

8.4%

5.1%

10.4%

28.0%

22.1%

6.7%

12.0%

0.3%

2.3%

0.9%

0.3%

1.9%

0.5%

1.2%

0.6%

0.9%

1.6%

2.8%

0.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

№47「新宿区多文化共生実態調査(外国人）」

№52「大田区多文化共生実態調査(外国人）」

№54「世田谷区における外国人区民の意識・実態調査」

№55「豊島区外国人区民意識調査」

№56「北区外国人意識・意向調査」

№57「横浜市外国人意識調査」

№58「横浜市外国人意識調査」

№59「川崎市外国人市民意識実態調査」

№60「川崎市外国人市民意識実態調査」

№61「浜松市における日本人市民及び
外国人市民の意識実態調査（外国人）」
№63「浜松市における日本人市民及び
外国人市民の意識実態調査（外国人）」

№65「名古屋市外国人市民アンケート調査結果」

№67「大阪市外国人住民アンケート調査」

№68「堺市外国人市民意識調査」

№69「広島市外国人市民生活・意識実態調査
[生活調査]」

№70「広島市外国人市民生活・意識実態調査結果
[教育調査]」

№74「福岡市外国籍市民アンケート」

№75「藤沢市外国人市民意識調査」

№76「外国人市民意識調査」

№77「外国人市民意識調査」

№78「外国人市民意識調査」

№79「外国人市民意識調査」

№80「外国人市民意識調査」

№81「外国人市民意識調査」

№82「豊田市外国人住民意識調査アンケート結果」

№83「多文化共生に係る外国人コミュニティ等調査結果」

中国 韓国・朝鮮 ベトナム フィリピン ブラジル
ネパール インドネシア 台湾 アメリカ合衆国 タイ
ペルー その他 無回答・不明
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(4) 在留資格等 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、アンケートに回答した外国人の在

留資格を確認した。 

 

② 調査結果 

在留資格について、確認できたアンケートは 39 件で、割合は次の図表の通りとなっ

た。 

なお、調査によって、在留資格の表示が異なるため、集計に際しては、以下の通り整理

の上で行った。 

 

 「技術・人文知識・国際業務」には、「技術」を含む 

 「永住者」には、「一般永住者」含む 

 在留資格の 10 項目に該当しても、各アンケートの集計方法により「その他」に含

まれることがある。また、2 項目にまたがった選択項目の場合は、「その他」として

いる。（例：日本人又は永住者の配偶者、技能・技能実習） 

 アンケートの集計方法により、すべての数値を足しても 100%とならないことがあ

る。 
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図表 II-5 調査対象者の在留資格 

 

1.1%

5.3%

15.1%

12.4%

5.8%

6.0%

5.1%

5.5%

4.2%

6.5%

23.7%

14.1%

6.6%

19.4%

17.2%

19.9%

13.9%

15.9%

20.2%

15.6%

20.2%

8.1%

13.5%

22.9%

16.9%

8.3%

13.9%

9.4%

7.3%

8.5%

0.8%

0.2%

0.9%

0.8%

3.5%

2.4%

3.7%

2.6%

2.2%

2.8%

0.6%

0.7%

6.3%

7.3%

6.6%

18.9%

9.5%

4.4%

0.2%

0.6%

2.7%

2.0%

1.0%

6.5%

1.9%

2.4%

3.1%

3.6%

3.0%

11.4%

9.5%

1.0%

15.9%

8.2%

7.7%

14.0%

10.8%

9.0%

6.8%

64.6%

2.5%

5.0%

11.5%

21.8%

30.9%

37.6%

4.0%

3.9%

4.3%

29.0%

8.6%

9.4%

28.0%

16.8%

6.1%

7.4%

8.1%

5.8%

5.9%

10.3%

12.5%

7.9%

5.4%

0.2%

49.4%

3.9%

0.9%

31.0%

5.3%

2.7%

1.5%

3.8%

3.8%

1.5%

3.3%

2.9%

6.5%

4.3%

8.3%

12.1%

4.5%

10.1%

6.7%

7.0%

5.6%

6.2%

7.9%

6.6%

7.1%

4.9%

3.6%

6.5%

2.9%

3.9%

3.1%

2.0%

7.1%

4.4%

3.9%

57.6%

30.4%

38.9%

41.1%

47.7%

53.5%

54.2%

59.0%

58.9%

8.3%

58.9%

43.8%

28.8%

18.2%

20.9%

5.6%

32.1%

33.0%

29.0%

17.5%

26.8%

31.2%

22.1%

41.5%

40.2%

28.8%

35.0%

57.0%

53.5%

39.1%

21.6%

44.5%

32.9%

51.8%

51.9%

46.8%

31.7%

7.1%

9.1%

23.3%

16.9%

14.0%

15.7%

12.8%

15.1%

5.9%

9.2%

8.1%

9.4%

9.1%

9.9%

4.8%

8.7%

5.5%

13.7%

13.7%

6.9%

7.6%

13.0%

7.4%

8.5%

11.2%

11.7%

11.5%

10.2%

5.1%

12.4%

9.4%

13.0%

7.6%

17.2%

7.3%

3.7%

2.0%

1.5%

1.7%

2.4%

2.5%

2.0%

2.5%

1.6%

1.3%

1.5%

1.5%

1.8%

1.9%

4.1%

1.8%

3.8%

4.3%

3.8%

1.0%

27.6%

9.0%

1.5%

5.5%

4.6%

2.3%

2.4%

2.6%

7.6%

9.0%

8.0%

4.5%

0.7%

2.6%

3.2%

2.4%

4.6%

4.3%

3.2%

4.4%

32.4%

3.5%

2.6%

1.9%

2.8%

13.9%

13.7%

5.7%

2.6%

5.2%

2.1%

4.0%

9.5%

11.7%

9.8%

17.6%

9.8%

2.7%

6.2%

3.6%

3.8%

4.1%

0.7%

3.4%

11.5%

7.3%

10.6%

2.8%

8.6%

6.8%

4.9%

7.0%

6.7%

4.1%

4.9%

9.6%

6.4%

10.9%

15.6%

4.4%

2.4%

28.1%

34.9%

22.0%

11.0%

0.3%

3.7%

39.7%

6.2%

1.4%

4.6%

10.5%

7.2%

3.8%

9.6%

9.1%

1.3%

2.7%

33.3%

10.8%

8.5%

19.9%

17.7%

27.3%

15.4%

10.9%

11.3%

6.0%

7.2%

6.0%

9.4%

6.8%

6.9%

5.1%

10.6%

5.7%

11.2%

6.0%

6.4%

8.6%

2.7%

32.6%

2.2%

4.7%

0.9%

3.3%

1.0%

1.0%

2.8%

0.6%

1.0%

1.6%

1.5%

0.2%

1.3%

2.3%

0.6%

0.2%

2.1%

2.2%

3.4%

1.4%

2.4%

0.9%

2.6%

2.2%

0.3%

4.5%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

№2「日本での生活に関する日系定住外国人の意識調査」

№3「外国人住民調査」

№4「宮城県外国人県民アンケート」

№13「平成22年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

№14「平成22年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

№15「平成23年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

№16「平成23年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

№17「平成24年度第1回外国人住民県政モニターアンケート」

№18「平成24年度第2回外国人住民県政モニターアンケート」

№21「平成27年度埼玉県外国人住民意識調査」

№28「静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人）」

№33「愛知県外国人県民アンケート調査」

№36「岡山県在住外国人生活状況調査」

№37「福岡県在住外国人アンケート調査(外国人）」

№39「札幌市外国人市民アンケート調査」

№40「多文化共生の推進に関する基礎調査(外国人）」

№44「港区国際化に関する実態調査」

№45「港区在住外国人意識調査」

№46「港区国際化に関する実態調査」

№47「新宿区多文化共生実態調査(外国人）」

№52「大田区多文化共生実態調査(外国人）」

№54「世田谷区における外国人区民の意識・実態調査」

№55「豊島区外国人区民意識調査」

№56「北区外国人意識・意向調査」

№57「横浜市外国人意識調査」

№58「横浜市外国人意識調査」

№59「川崎市外国人市民意識実態調査」

№60「川崎市外国人市民意識実態調査」

№61「浜松市における日本人市民及び
外国人市民の意識実態調査（外国人）」
№63「浜松市における日本人市民及び
外国人市民の意識実態調査（外国人）」

№65「名古屋市外国人市民アンケート調査結果」

№67「大阪市外国人住民アンケート調査」

№68「堺市外国人市民意識調査」

№69「広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活調査]」

№70「広島市外国人市民生活・意識実態調査結果[教育調査]」

№74「福岡市外国籍市民アンケート」

№75「藤沢市外国人市民意識調査」

№82「豊田市外国人住民意識調査アンケート結果」

№83「多文化共生に係る外国人コミュニティ等調査結果」

技術・人文知識・国際業務 技能 技能実習 留学
家族滞在 永住者 日本人の配偶者等 永住者の配偶者等
定住者 特別永住者 その他 無回答・不明
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3. 社会経済的属性 
(1) 学歴 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、アンケートに回答した外国人の学

歴を問う設問を確認した。 

 

② 調査結果 

学歴について設問のあったアンケートは、7 件となっている。最終学歴段階や特定の学

歴段階の修了状況のみを把握しているもの、日本国内／日本以外（出身国、第三国）のど

こで修了したかを把握しているものに分かれている。 

 

図表 II-6 調査対象者の学歴 

№28 静岡県「静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人）」(2016年) （n=1193） 

 
№39 札幌市「札幌市外国人市民アンケート調査」(2020年 2月) （n=838） 

【中学校段階の通学状況】 

 
№59 川崎市「川崎市外国人市民意識実態調査」(2019年 6月-7月) （n=1085） 

  
№60 川崎市「川崎市外国人市民意識実態調査」(2014年 6月-7月) （n=921） 

26.7% 6.5% 24.1% 16.9% 18.1% 4.2%
2.0%

0.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全日制高校（朝から夕方まで） 定時制高校（夜だけ、朝だけ） 大学・大学院
短期大学・専門学校 中学校 小学校
その他 行ったことがない 無回答

91.8% 1.4% 1.1% 1.0% 4.8%

86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

十分に通って卒業した あまり通うことができなかった
途中で行くことをやめた 行っていない
無回答

13.6% 9.9% 12.7% 31.0% 6.6% 5.9% 4.5% 9.2%

1.5% 2.4%

0.3%

0.5%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学院（日本） 大学院（日本以外） 大学（日本）
大学（日本以外） 短大・専門学校（日本） 短大・専門学校（日本以外）
高校（日本） 高校または後期中等教育（日本以外） 中学校（日本）
中学校（日本以外） 小学校程度（日本以外） 学校にはほとんど行かなかった
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№67 大阪市「大阪市外国人住民アンケート調査」(2019年 10月-11月) （n=626) 

 
№69 広島市「広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活調査]」 

(2012年 9月-11 月) 

 
※在学中も含む。高等教育は、「短大・高等専門学校」「大学」「大学院」を回答した者。 

№70 広島市「広島市外国人市民生活・意識実態調査結果[教育調査]」 

(2012年 9月-11 月) 

 
 

  

23.0% 30.7% 5.8% 9.1% 7.5% 12.9%
3.3%

3.5%

0.5% 1.1%

0.4%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学以上（日本で） 大学以上（日本以外） 短大・専門学校（日本）
短大・専門学校（日本以外） 高校（日本） 高校（日本以外）
中学校（日本） 中学校（日本以外） 小学校（日本）
小学校（日本以外） 学校には行かなかった 無回答

15.2% 8.9% 10.9% 6.9% 1.1% 25.7% 6.2% 13.3%
3.4% 1.3% 7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学以上（日本） 短大・専門学校（日本） 高校（日本） 中学校（日本）
小学校（日本） 大学以上（外国） 短大・専門学校（外国） 高校（外国）
中学校（外国） 小学校（外国） 無回答

3.7% 23.3% 35.1% 38.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

義務教育未修了 義務教育程度 高校程度 高等教育

1.6%
2.0%

13.1% 39.6% 16.9% 18.4% 8.0% 0.2%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未就学、小学校中退 小学校 中学校
高等学校 短大・高専 大学
大学院 その他 義務教育未修了
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(2) 就業状況（職業） 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、アンケートに回答した外国人の就

業状況（職業）を問う設問を確認した。 

 

② 調査結果 

結果は、次の表の通りとなった。 

就業状況及び職業について設問のあったアンケートは、43 件となっている。 

設問内容によって、A: 就業状態（仕事の有無）、B: 雇用形態、C: 業種、D: 職種の 4 パ

ターンで整理をした。「B:雇用形態」のみ設問のあるアンケートが最も多く 19 件（44.2%）

と最も多く、次いで「A: 就業状態（仕事の有無）」のみ設問のあるアンケートが 7 件

（16.3%）となっている。 

 

図表 II-7 調査対象者の就業状況（職業） 

 

 

また、アンケートごとの設問は次の図表のようになっている。 

 

  

A
7

16.3% A,B,C
3

7.0%

A,B,D
1

2.3%

B
19

44.2%

B,C
3

7.0%

B,C,D
2

4.7%

B,D
4

9.3%

C
2

4.7%

D
2

4.7%

A A,B,C A,B,D B B,C B,C,D B,D C D

（n=43）
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図表 II-8 調査対象者の就業状況（職業） 

 

№ 

 

調査名 

就業に関する設問内容 

A 

就業状態 

B 

雇用形態 

C 

業種 

D 

職種 

2 
日本での生活に関する日系定住外国人

の意識調査(n=735) 
 〇   

3 
外国人住民調査(n=4252) 

〇    

4 
宮城県外国人県民アンケート(n=396)  〇  〇 

13 
平成 22 年度第 1 回外国人住民県政モ

ニターアンケート(n=73) 
〇    

14 
平成 22 年度第 2 回外国人住民県政モ

ニターアンケート(n=65) 
〇    

15 
平成 23 年度第 1 回外国人住民県政モ

ニターアンケート(n=86) 
 〇   

16 
平成 23 年度第 2 回外国人住民県政モ

ニターアンケート(n=83) 
 〇   

17 
平成 24 年度第 1 回外国人住民県政モ

ニターアンケート(n=78) 
 〇   

18 
平成 24 年度第 2 回外国人住民県政モ

ニターアンケート(n=73) 
 〇   

19 
平成 25 年度埼玉県外国人住民意識調

査(n=295) 
 〇   

20 
平成 26 年度埼玉県外国人住民意識調

査(n=152) 
 〇   

23 
平成 29 年度埼玉県外国人住民意識調

査 
〇    

24 
平成 30 年度埼玉県外国人住民意識調

査 
〇    

25 
埼玉県外国人住民意識調査 

〇    

28 
静岡県多文化共生に関する基礎調査

（外国人） 
  〇  

33 
愛知県外国人県民アンケート調査  〇 〇  
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№ 

 

調査名 

就業に関する設問内容 

A 

就業状態 

B 

雇用形態 

C 

業種 

D 

職種 

36 
岡山県在住外国人生活状況調査 

〇 〇 〇  

37 
福岡県在住外国人アンケート調査(外

国人） 
〇    

39 
札幌市外国人市民アンケート調査

(n=838) 
 〇 〇  

40 
多文化共生の推進に関する基礎調査

(外国人）(n=303) 
 〇  〇 

42 
さいたま市国際化推進に係るアンケー

ト調査（外国人）(n=361) 
 〇   

47 
新宿区多文化共生実態調査(外国人）

(n=1275) 
 〇  〇 

52 
大田区多文化共生実態調査(外国人）

(n=511) 
 〇   

55 
豊島区外国人区民意識調査(n=1255)  〇  〇 

56 
北区外国人意識・意向調査(n=618)  〇   

57 
横浜市外国人意識調査(n=1505)    〇 

58 
横浜市外国人意識調査(n=1764)    〇 

59 
川崎市外国人市民意識実態調査  〇   

60 
川崎市外国人市民意識実態調査

(n=921) 
 〇   

61 
浜松市における日本人市民及び外国人

市民の意識実態調査（外国人）(n=540) 
〇 〇 〇  

63 
浜松市における日本人市民及び外国人

市民の意識実態調査（外国人）(n=460) 
〇 〇 〇  

65 
名古屋市外国人市民アンケート調査結

果(n=1876) 
  〇  

67 
大阪市外国人住民アンケート調査  〇 〇 〇 
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№ 

 

調査名 

就業に関する設問内容 

A 

就業状態 

B 

雇用形態 

C 

業種 

D 

職種 

(n=626) 

68 
堺市外国人市民意識調査  〇 〇 〇 

69 
広島市外国人市民生活・意識実態調査

[生活調査](n=1611) 
〇 〇  〇 

75 
藤沢市外国人市民意識調査  〇   

77 
外国人市民意識調査(n=56)  〇   

78 
外国人市民意識調査(n=129)  〇   

79 
外国人市民意識調査(n=88)  〇   

80 
外国人市民意識調査(n=105)  〇   

81 
外国人市民意識調査(n=77)  〇   

82 
豊田市外国人住民意識調査アンケート

結果(n=342) 
 〇 〇  

83 
多文化共生に係る外国人コミュニティ

等調査結果(n=410) 
 〇   
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(3) 収入 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、アンケートに回答した外国人の収

入を問う設問を確認した。 

 

② 調査結果 

結果は、次の図表の通りとなった。 

収入について設問のあったアンケートは 11 件となっており、設問の種類として、1）個

人年収（2 件）、2）個人月収（2 件）、3）過去 3 か月間の平均個人月収（1 件）、4）世帯年

収（5 件）、5）世帯月収（1 件）であった。 

港区などの一部地域を除き年収 250 万円前後の世帯が多い傾向となっている。 

 

図表 II-9 調査対象者の収入 

№2 内閣府「日本での生活に関する日系定住外国人の意識調査」 

(2017年 11 月-12月) (n=682) 

【過去１年間の個人総収入（税込み）】 

 

№28 静岡県「静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人）」(2016年)(n=1193) 

【過去 3 か月間の平均月収】 

 

19.1%
13.5%

20.7%
15.2%

12.6%
6.8%

4.7%
1.5%

3.3%
2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

収入なし

10万円未満

10万円~15万円未満

15万円~20万円未満

20万円~25万円未満

25万円~30万円未満

30万円~35万円未満

35万円~40万円未満

40万円以上

無回答

18.8%

26.5%

28.7%

18.0%

5.4%

1.6%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

100万円未満

100万円~200万円未満

200万円~300万円未満

300万円~400万円未満

400万円~500万円未満

500万円~600万円未満

600万円以上
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№33 愛知県「愛知県外国人県民アンケート調査」(2016年 11-12月) （n=2603） 

【世帯月収】 

 

№45 港区「港区在住外国人意識調査」(2013年 6月-7月) （n=940） 

【個人年収】 

 

№59 川崎市「川崎市外国人市民意識実態調査」(2019年 6月-7月) ・ （n=1085） 

【世帯年収】 

 
№60 川崎市「川崎市外国人市民意識実態調査」(2014年 6月-7月) 

【世帯年収】 

9.6%
11.9%

9.8%
14.8%

12.2%
11.5%

8.0%
8.5%
9.9%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

収入なし

10万円未満

10万円~15万円未満

15万円~20万円未満

20万円~25万円未満

25万円~30万円未満

30万円~35万円未満

35万円~40万円未満

40万円以上

不明

7.9%
5.9%
6.5%

13.4%
11.3%

8.9%
14.9%

8.4%
8.7%
9.4%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

99万円以下

100~199万円

200~299万円

300~499万円

500~699万円

700~999万円

1000~1499万円

1500~1999万円

2000~2999万円

3000万円以上

無回答

8.6%
7.6%

10.0%
10.4%
10.5%

8.1%
11.6%

10.3%
10.0%

1.8%
1.6%

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0~99万
100~199万
200~299万
300~399万
400~499万
500~599万
600~799万
800~999万

1000~1499万
1500~1999万

2000万~
無回答
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№61 浜松市「浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査（外国人）」 

(2014年 8月-9月) （n=382） 

【平均個人月収】 

 

№63 浜松市「浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査（外国人）」 

(2018年 7月-8月) （n=318） 

【平均個人月収】 

 

9.8%
7.1%

11.8%
11.5%
11.0%

8.9%
10.0%

8.7%
10.5%
10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0-99万円

100-199万円

200-299万円

300-399万円

400-499万円

500-599万円

600-799万円

800-999万円

1000万円以上

無回答

3.4%
4.2%

6.8%
9.2%

18.1%
14.7%

21.7%
8.1%

4.7%
2.4%
2.4%

4.2%
0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

5万円未満

5~7万円

8~10万円

11~13万円

14~16万円

17~20万円

21~25万円

26~30万円

31~35万円

36~40万円

40万円以上

無回答

無効

3.8%
4.7%

9.4%
10.1%

16.4%
11.6%

23.6%
8.5%

4.7%
4.1%

2.2%
0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

5万円未満
5~7万円

8~10万円
11~13万円
14~16万円
17~20万円
21~25万円
26~30万円
31~35万円
36~40万円

40万円以上
無回答
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№67 大阪市「大阪市外国人住民アンケート調査」(2019年 10月-11月) （n=626） 

【世帯年収】 

 
№69 広島市「広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活調査]」 

(2012年 9月-11 月) 

【世帯年収】 

 
№70 広島市「広島市外国人市民生活・意識実態調査結果[教育調査]」 

(2012年 9月-11 月) 

【世帯年収】 

 
 

13.4%
15.2%
15.0%

13.1%
9.1%

5.1%
4.3%

3.0%
1.8%
1.6%

5.1%
13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0~99万円
100~199万円
200~299万円
300~399万円
400~499万円
500~599万円
600~699万円
700~799万円
800~899万円
900~999万円

1000万以上
無回答

20.2%
24.1%

17.6%
12.6%

8.7%
5.7%
5.1%

2.6%
3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0~99万円

100~199万円

200~299万円

300~399万円

400~499万円

500~599万円

600~799万円

800~999万円

1000万以上

9.9%
15.0%

22.8%
14.8%

13.4%
7.7%

6.6%
5.2%
4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0~99万円

100~199万円

200~299万円

300~399万円

400~499万円

500~599万円

600~799万円

800~999万円

1000万以上
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4. 意識 
(1) 差別経験 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、外国人への差別経験の有無やその

状況を問う設問について確認した。 

 

② 調査結果 

結果は、次の図表の通りとなった。 

差別意識について、設問の設け方や内容によって、次の 3 パターンに整理した。 

A) 差別経験の有無（見聞きした経験）に関する設問 

B) 差別を感じた状況に関する設問 

C) 差別について個別に取り上げた設問ではなく、日常生活での不安や困っていること

の項目として差別に言及している設問 

3 パターンを合わせると、31 件のアンケートが該当し、【A: 差別経験（見聞きした経験

の有無】、【B: 差別を感じた状況】どちらかまたは両方を設問としているアンケートは 18

件、【C: 不安や困っている事（差別含む）】として差別に言及しているアンケートは 13 件

あった。 

 

図表 II-10 差別に関する設問 

  

1件
3.2%

10件
32.3%

7件
22.6%

13件
41.9%

【A: 差別経験（見聞きした経験の有無】
【A: 差別経験（見聞きした経験の有無】【B: 差別を感じた状況】
【B: 差別を感じた状況】
【C: 不安や困っている事（差別含む）】

（n=31）
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また、【A: 差別経験（見聞きした経験の有無】【B: 差別を感じた状況】の 18 件のうち、

経験した期間を指定した設問は 2 件あった。具体的には「過去 5 年間」が指定されてい

た。 

 

図表 II-11 差別経験の期間指定 

 
次に【B: 差別を感じた状況】【C: 不安や困っている事（差別含む）】30 件について、ど

のような場面で差別と感じたか、状況を確認した。 

「仕事をしている場面」が最も多く 18 件、次に「学校などの教育の場面」が 16 件、

「家を探す場面」「日常の場面」「近所の人との付き合いの場面」がそれぞれ 15 件と続い

ている。 

 

図表 II-12 差別を感じた状況 

  

過去5年間
2件

11.1%

範囲指定なし
16件
88.9%

（n=18）

18
16

15
15

13
12
12

10
10

9
9

5
4

2
19

0 5 10 15 20

仕事をしている場面
学校などの教育の場面

家を探す場面
日常の場面（じろじろ見られる・不安を感じる）

近所の人との付き合いの場面
自分や家族が結婚する場面

公共交通機関を利用する場面
仕事を探す場面

お店やレストランなどへの入店やサービスの提供を断られた
行政機関の手続きの場面

日本人の友人との付き合いの場面
日本語がわからない・使えない場面

出産・育児の場面
携帯電話の契約・銀行口座開設・クレジットカード申込みの場面

その他（選挙権等法制度・医療機関・場面言及なし）

（複数回答）
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(2) 日本社会（居住地域）への満足度 
① 概要 

外国人を対象としたアンケート調査 53 件について、居住地域（日本社会）への満足度

や今後の居住意向を問う設問について確認した。 

 

② 調査結果 

結果は、次の表の通りとなった。 

居住地域（日本社会）への満足度や今後の居住意向について設問のあったアンケート

は、32 件となっており、総じて「満足」や「住みやすい」「住み続けたい」といった回答

が多い傾向であった。 

 

図表 II-13 調査対象者の日本社会（居住地域）への満足度 

№2 内閣府「日本での生活に関する日系定住外国人の意識調査」 

(2017年 11 月-12月) (n=735) 

【今後の日本での居住意向】 

 

№4 宮城県「宮城県外国人県民アンケート」(2017 年 12月) (n=396) 

 
№21 埼玉県「平成 27 年度埼玉県外国人住民意識調査」(2015 年 11 月-2016 年 1 月) 

(n=862) 

 
№22 埼玉県「平成 28年度埼玉県外国人住民意識調査」(2016 年 10月-12月) (n=1181) 

55.0% 6.5% 21.5% 4.4% 12.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本に永住したい ５年以内に日本を離れたい又は母国に帰りたい
時期は未定、いつかは日本を離れたい又は母国に帰りたい 仕事がなくなったら日本を離れたい・母国に帰りたい
特に考えていない

45.7% 37.9% 5.8%2.3%5.8%2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 やや不満 不満 どちらともいえない 無回答

59.2% 29.4% 8.2% 3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい やや住みやすい やや住みにくい 住みにくい
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№23 埼玉県「平成 29 年度埼玉県外国人住民意識調査」(2017 年 10 月-2018 年 1 月) 

(n=852) 

 
№24 埼玉県「平成 30 年度埼玉県外国人住民意識調査」(2018 年 10 月-2019 年 1 月) 

(n=1394) 

 
№28 静岡県「静岡県多文化共生に関する基礎調査（外国人）」(2016年) (n=1193) 

 

№36 岡山県「岡山県在住外国人生活状況調査」(2017年 6月-8月) (n=489) 

 
№40 仙台市「多文化共生の推進に関する基礎調査(外国人）」 

(2009年 12 月-2010 年 1月) (n=303) 

 
№42 さいたま市「さいたま市国際化推進に係るアンケート調査（外国人）」 

(2019年 9-10月) (n=361) 

58.4% 27.9% 11.5% 2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい やや住みやすい やや住みにくい 住みにくい

59.2% 32.5% 6.7%1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい やや住みやすい やや住みにくい 住みにくい

54.7% 36.9% 7.2%1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

暮らしやすい やや暮らしやすい やや暮らしにくい 暮らしにくい

27.0% 59.7% 5.7%
0.4%

6.5%
0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても満足 どちらかといえば満足 どちらかといえば満足していない
とても満足していない どれでもない 無回答

33.5% 21.1% 13.9% 13.1% 0.4% 15.1% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ずっと岡山県に住み続ける 将来は母国に帰る
日本に住み続けるが、岡山県に限らない 母国と日本を行ったり来たりする
ほかの国に行く わからない
その他

33.0% 49.2% 9.2%
1.3%

3.6%
3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 やや不満 不満 どちらともいえない 無回答
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№44 港区「港区国際化に関する実態調査」(2019年 10月) (n=495) 

 
№45 港区「港区在住外国人意識調査」(2013年 6月-7月) (n=940) 

 
№46 港区「港区国際化に関する実態調査」(2016年 7月-8月) (n=1241) 

 
№47 新宿区「新宿区多文化共生実態調査(外国人）」(2015 年 7月-8月) (n=1275) 

 
№52 大田区「大田区多文化共生実態調査(外国人）」(2018 年 6月-7月) (n=511) 

 
№54 世田谷区「世田谷区における外国人区民の意識・実態調査」 

(2019年 9月-10 月) (n=372､無回答 6) 

49.6% 46.8% 3.0%
0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても暮らしやすい まあまあ暮らしやすい 暮らしやすくない わからない

65.5% 27.5% 3.0% 4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい まあ住みやすい やや住みにくい 住みにくい 無回答

63.9% 33.3% 1.9%
0.2%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい まあ住みやすい やや住みにくい 住みにくい 無回答

66.0% 29.6% 2.3%
0.6%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい まあ住みやすい やや住みにくい 住みにくい 無回答

40.7% 27.5% 4.4%
1.1%

5.3% 20.7% 0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ずっと住み続けたい 当分の間は住み続けたい いずれ引っ越したい
すぐにでも引っ越したい 帰国の予定がある まだ決まっていない
無回答

23.7% 56.8% 7.2%
1.6%

9.2% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても暮らしやすい 暮らしやすい
あまり暮らしやすいと感じない 暮らしにくい
どちらともいえない 無回答
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№55 豊島区「豊島区外国人区民意識調査」(2015年 12月) (n=1255) 

 
№56 北区「北区外国人意識・意向調査」(2019 年 11月-12月) (n=618) 

 
№57 横浜市「横浜市外国人意識調査」(2013年 7月) (n=1505) 

 
№58 横浜市「横浜市外国人意識調査」(2019年 11-12月) (n=1764) 

 
№63 浜松市「浜松市における日本人市民及び外国人市民の意識実態調査（外国人）」 

(2018年 7月-8月) (n=460) 

 
№65 名古屋市「名古屋市外国人市民アンケート調査結果」(2015年 10月-11月) (n=1812) 

69.9% 23.4% 5.1%
1.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい やや住みやすい どちらとも言えない やや住みにくい 住みにくい

62.2% 32.4% 3.7%
1.0%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい まあまあ住みやすい やや住みにくい 住みにくい 無回答

27.5% 68.9% 1.8%
0.5%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても暮らしやすい 暮らしやすい 暮らしにくい とても暮らしにくい 無回答

30.3% 33.6% 21.0% 7.3% 4.5%
1.3%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足している やや満足している どちらともいえない やや不満がある 不満がある わからない 無回答

31.7% 32.4% 25.5% 4.7%2.9%
1.5%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足している やや満足している どちらともいえない やや不満がある 不満がある わからない 無回答

78.3% 3.0% 16.1% 2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ わからない 無回答
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※ベトナム語調査票に誤訳があった為、ベトナム語回答除く 

№68 堺市「堺市外国人市民意識調査」(2017年 8月) (n=761) 

 
№69 広島市「広島市外国人市民生活・意識実態調査[生活調査]」 

(2012年 9月-11 月) 

 
№74 福岡市「福岡市外国籍市民アンケート」(2019 年 2月-3月) (n=368) 

 
№75 藤沢市「藤沢市外国人市民意識調査」(2011年 6月-7月) (n=923) 

 
№77 豊橋市「外国人市民意識調査」(2015 年 2月) (n=55) 

48.8% 40.4% 7.3% 1.5%
1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足している まあ満足している 多少不満がある 非常に不満がある 未回答

38.2% 47.4% 8.8% 1.8%
3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足している まあまあ満足している 多少不満がある 非常に不満がある 無回答

32.2% 49.0% 10.8% 3.1%
1.0%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても暮らしやすい まあ暮らしやすい どちらとも言えない
少し暮らしにくい とても暮らしにくい その他・不明・無回答

58.4% 38.0%
1.4%

0.8%
1.1%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい どちらかといえば住みやすい どちらかといえば住みにくい
住みにくい わからない 無回答

35.6% 36.3% 25.1% 2.1%
0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 だいたい満足 普通 少し不満 不満
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№78 豊橋市「外国人市民意識調査」(2016 年 1月-2月) (n=126､無回答 3) 

 
№79 豊橋市「外国人市民意識調査」(2017 年 1月-2月) (n=86､無回答 2) 

 
№80 豊橋市「外国人市民意識調査」(2018 年 1月-2月) (n=104､無回答 1) 

 
№81 豊橋市「外国人市民意識調査」(2019 年 1月-2月) (n=70､無回答 11) 

 
№82 豊田市「豊田市外国人住民意識調査アンケート結果」(2017年 2月) (n=342) 

 
 

80.0% 16.4% 3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい どちらかといえば住みやすい 普通 どちらかといえば住みにくい 住みにくい

77.0% 7.9%
11.1%

3.2%
0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい どちらかといえば住みやすい 普通 どちらかといえば住みにくい 住みにくい

70.9% 11.6% 16.3% 1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい どちらかといえば住みやすい 普通 どちらかといえば住みにくい 住みにくい

86.5% 9.6% 3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい どちらかといえば住みやすい 普通 どちらかといえば住みにくい 住みにくい

71.4% 15.7% 10.0% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすい どちらかといえば住みやすい 普通 どちらかといえば住みにくい 住みにくい

62.6% 21.3% 12.3% 2.3%
0.9%
0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みよい どちらかと言えば住みよい どちらともいえない
どちらかと言えば住みにくい 住みにくい 回答なし
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 特徴的な設問 

 本章では、前章では取り上げていないものの、特徴的だと考えられる設問とその結果に

ついて、まとめている。 

 

1. 在留資格の変化・希望 
(1) 来日時・出生時の在留資格 
横浜市（2020）では、現在の在留資格に加えて、初来日時・出生時の在留資格を尋ねた

上で、比較の図表をまとめている。 

 

図表 III-1 横浜市（2020） 初来日時・出生時と現在の在留資格比較 
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(2) 永住資格取得、帰化の意向 
浜松市（2014、2018）、宮城県（2017）では、永住資格の取得または、日本国籍取得（帰

化）の意向を尋ねている。 

 

図表 III-2 浜松市（2014（上）、2018（下）） 永住資格の取得及び帰化の意向 

 

 
 

 

 



 

53 
 

図表 III-3 宮城県（2017）日本国籍取得の意向 

 

 

2. 仕事・生活に関わる内容 
(1) 送金について 
浜松市（2014、2018）、大阪市（2019）では、出身国への送金の有無、及び、その金額等

について尋ねている。 
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図表 III-4 浜松市（2014）送金の有無、1か月の平均送金額 
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図表 III-5 浜松市（2018）送金の有無、1か月の平均送金額 
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図表 III-6 大阪市（2018）送金の有無、1か月の平均送金額 
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(2) 雇用形態や職種の変化 
浜松市（2014、2018）では、過去 3～5 年の間に、雇用形態や、職種（業種）の変化を尋

ねている。 

 

図表 III-7 浜松市（2014）雇用形態の変化の有無（上）、 

職種（業種）の変化の有無（中）、具体的な変化（下） 
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図表 III-8 浜松市（2018）雇用形態の変化の有無（上）、 

職種（業種）の変化の有無（中）、具体的な変化（下） 
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(3) 仲介斡旋費用支払い有無、有る場合の金額と経費支弁者 
大阪市（2019）では、求職方法を尋ねる設問において「生まれた国の支援機関・仲介機関

の紹介」または「日本の支援機関・仲介機関の紹介」を選択した回答者に対して、仲介費用

の支払いの有無、支払いが有る場合の金額、さらに支払った費用の支弁者を尋ねている。 

 

図表 III-9 大阪市（2019）仲介費用の支払い有無・支払いが有る場合の金額（上）、 

経費支弁者（下） 
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3. その他 
(1) 民族名、通名について 
川崎市（2020）、大阪市（2019）では、学校における子どもの民族名の使用や、日常生活

での名前（民族名等）の使用状況について尋ねている。 

 

図表 III-10 川崎市（2020）学校における子どもの民族名の使用状況 

 

 

 

図表 III-11 大阪市（2019）現在、どのような名前を使用しているか 
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(2) 子どもへの母国語・母国文化の教育状況、意向 
宮城県（2017）では、子どもに対して、母国語や母国の文化の教育を受けさせたいと思

うかを尋ねている。 

 

図表 III-12 宮城県（2017）子どもに対して、 

母国語や母国の文化の教育を受けさせる意向 
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(3) 情報源別の信頼度 
四日市市（2020）では、市役所の情報について、入手経路別の信頼度を尋ねている。 

 

図表 III-13 四日市市（2017）市役所に関する情報について、情報源別の信頼度 
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4. 日本人・企業向け調査 
(1) 在留資格別の日本語教育実施状況 
静岡県（2019）では、県内企業に対して、外国人労働者を対象に過去 1 年間で行った日本

語教育の内容について在留資格別に尋ねている。 

 

図表 III-14 静岡県（2019）在留資格別の日本語教育実施状況 
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(2) 日本語教育推進法への対応 
静岡県（2019）では、県内企業に対して、日本語教育推進法の施行を受けて、外国人労働

者を対象に日本語能力向上のための対応の意向を在留資格別に尋ねている。 

 

図表 III-15 静岡県（2019）日本語教育推進法への対応 
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(3) 日本語教室へ通わせる意向、通わせる際の支出可能な費用 
 福岡県（2020）では、外国人雇用企業または雇用希望ありの企業に対して、外国人従業員

に対する人材育成の一環として日本語教室へ通わせる意向の有無、通わせる意向ありと回

答した人へ、企業として支出可能な費用を尋ねている。 

 

図表 III-16 福岡県（2020）日本語教室へ通わせる意向（上）、 

通わせる際の支出可能な費用（下） 
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(4) 日本語教室の運用形態についての考え 
総社市（2016）では、調査当時、文化庁事業として国の補助金によって運用している日本

語教室の運用形態について、今後どのような形態が望ましいと考えるかを尋ねている。 

 

図表 III-17 総社市（2016）日本語教室の運用形態についての考え 
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 おわりに 

(1) 既存調査のレビューの意義 
本事業の意義として、これまで数多く行われてきた外国人住民等を対象とする調査につ

いて、項目を絞りつつも、横断的に整理できた点が挙げられる。 

因果関係を断定することはできないが、今回の整理を通して、例えば、出入国管理及び

難民認定法が改正され、同時に「外国人材の受入れ・共生の総合的対応策」が策定された

2018 年の翌年の 2019 年に実施された調査数は、過去と比較しても突出した件数となって

いたことがわかった。内容面についても、今回は主要な調査項目に限ったレビューであっ

たが、一通り状況を把握することができた。 

 

(2) 今後に向けて 
今後、我が国における外国人住民との共生・統合政策を本格化させていくための基盤と

して、これまで行われてきた類似調査において、何をどのように尋ねており、どのような

結果が得られているのか（すでに分かっていることは何か）、何を尋ねてこなかったの

か、という観点から、本事業で扱い切れていない項目も含めて幅広く洗い出し、継続的に

モニタリングしていくための基準となりうる調査票を作成することが一案として考えられ

る。 

その際の観点として、国が実施する調査と、地方自治体が実施する調査は、目的や結果

の使われ方が異なることから、それぞれの調査票があることが望ましい。 

特に、我が国において、外国人住民の共生・統合政策については、地方自治体が先行し

てきた経緯があるなか、近年は、国（総務省、出入国在留管理庁）としての動きも過去に

比べて活発化している。総務省では「地域における多文化共生推進」をテーマに、2020 年

9 月には、14 年ぶりに「地域における多文化共生推進プラン」を改訂した。また、出入国

在留管理庁では「外国人材受入れ・共生のための総合的対応」をテーマに、「外国人材受

入れ・共生のための総合的対応策」を 2018 年 12 月、2020 年 6 月、12 月と、複数回策

定・改訂を行ってきた。 

こうしたこれまでの動きを受けて、1）先行調査で尋ねられてきた領域（主に自治体が

担ってきた施策・事業等の領域）、2）国として尋ねる必要がある領域（国が担う領域）別

に項目を整理し、調査主体が取捨選択できるような形でまとめることも考えられる。施策

内容や範囲、時系列（入国前～滞在・在留中（現在）～今後）で整理をすると以下のよう

なイメージにまとめられる。 
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図表 IV-1 調査票作成に係る考え方（イメージ） 

 

 

また、国内にとどまらず、国際機関、海外の国・自治体、調査機関における類似調査も

把握し、調査票の具体的な内容に加えて、調査方法や対象の抽出方法など、実態把握のた

めにどのような取組を行っているのかを収集・整理し、参照することも考えられる。 

 

以上 

 

今後滞在・在留中（現在）

施
策
内
容
・
範
囲

入国前

 入国までの経緯、来日の動機

 来日までの要した時間、利用
した仲介事業者有無、コスト

 来日前後でのギャップ 等
 日本での職業生活、日常生活、社会生活の実態・意識

 コミュニケーション支援、生活支援（医療、教育・子育て、
防災、住宅等）、地域参画等に関わる実態、課題、

 一部、人権、差別や排除の実態

 給与や送金実態、当初の入国目的の達成状況、満足度

 定住／帰国意向に影響を与え
る要素の整理

 今後の地域参画の意向、日本
語学習意向 等

全国あまねくみられる傾向なのかを検証

総務省、出入国在留管理庁の政策動向等を踏まえて、調査項目を設計し、国として実態を把握

主に国が担う領域

主に自治体等が担ってきた施策・事業等の領域（多くの先行調査で尋ねられてきた領域）
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